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●道内経済の動き�

●平成19年道内企業の年間業況見通し�

●経営のアドバイス：「米国ビジネススクール事情（2）」�
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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、暖冬の影響で冬物商品の売上が伸び悩み、弱含みで推移している。設備投資

は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、月毎にばらつきはある

ものの、概ね横ばいで推移している。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるが、

ほぼ横ばいで推移している。企業倒産は、件数は減少したものの、大型倒産の発生から負債

総額は前年を上回った。
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①個人消費

１２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲３．３％）は、百貨店・スーパーともに

前年を下回った。百貨店（前年比▲５．６％）

は、衣料品などが減少し、２ヶ月連続で前年

を下回った。スーパー（同▲１．９％）は、衣

料品や身の回り品などが減少し、２ヶ月連続

で前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲０．３％）は、

２ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

１２月の新設住宅着工戸数は、４，３８５戸（前

年比＋２４．３％）となった。持家（同＋６．６％）、

貸家（同＋１７．８％）、分譲（同＋８５．０％）全

てが増加し、前年を大きく上回った。

４～１２月の着工戸数累計では、４３，３２８戸

（前年同期比▲４．１％）となり、前年を下回っ

ている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１２月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、石油・石炭製品工業や食料品・たばこ工

業などが減少したものの、金属製品工業や一

般機械工業などが増加した。

前月比では▲０．４％と３ヶ月ぶりで減少し

たが、前年比では＋２．６％と３ヶ月連続して

上昇した。

④公共投資

１２月の公共工事請負金額は、２０８億円（前

年比▲４１．２％）と８ヶ月連続で減少した。

４～１２月からの累計では請負金額８，２００億

円（前年同期比▲１３．１％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

１２月の有効求人倍率（全数）は０．６１倍とな

り、４ヶ月連続で同水準となった。

一方、新規求人数は飲食店、宿泊業などが

減少したものの、医療福祉やサービス業など

が増加し、前年を上回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

１２月の来道客数は、９２２千人（前年比

▲２．２％）と９ヶ月ぶりに前年を下回った。

４～１２月の累計来道客数は、１０，２９５千人

（前年同期比＋３．１％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比７．３％

増の２７１億円、輸入が同６．６％増の１，１０７億円

となった。

輸出は、自動車部品や電気機器などが増加

し、２ヶ月ぶりで前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油や木材などが増

加し、１８ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

１月の企業倒産は、件数は３８件（前年比▲

１７．４％）と前年を下回ったが、負債総額は大

型倒産の影響から１５３億円（同＋１６．２％）と

増加した。

業種別では、小売業が１２件と最も多く、続

いて建設業（９件）、サービス・他（７件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１８年実績（売上・利益）

１７年に比べ売上DI（△３）、利益DI

（△８）はそれぞれ１５ポイント上昇し

た。依然としてマイナス水準ながら、業

況の厳しさは幾分和らいだ。

２．平成１９年見通し（売上・利益）

売上DI（△５）は２ポイント低下する

ものの、利益DI（△７）は１ポイント

上昇が見込まれ、業況はほぼ横ばいとな

る見通しである。

３．道内景気の見通し

１９年の道内景気について、景気見通し

DI（△３４）は２ポイント上昇が見込ま

れるものの、大幅なマイナスにとどまり

景気見通しに慎重感が強い。

４．先行きの懸念材料

企業が１９年の業況見通しを考慮するに

あたり、懸念される材料を聞いた。「原油

価格の動向」（６１％）は６割強に達した。

続く「個人消費の動向」（５０％）は半数、

また「公共投資の動向」（４９％）も半数弱

の企業が挙げた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
平成１９年道内企業の年間業況見通し

判断時点
平成１９年１月中旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５１５ １００．０％
札幌市 １８６ ３６．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１３ ２１．９
道 南 ４２ ８．２ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８０ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ９４ １８．３ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５１５ ６４．４％
製 造 業 ２２０ １３７ ６２．３
食 料 品 ７５ ４７ ６２．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２１ ６０．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３４ ６８．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３５ ５８．３
非 製 造 業 ５８０ ３７８ ６５．２
建 設 業 １８０ １２９ ７１．７
卸 売 業 １００ ６７ ６７．０
小 売 業 １２０ ７９ ６５．８
運 輸 業 ７０ ３９ ５５．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２０ ６６．７
その他の非製造業 ８０ ４４ ５５．０

特別調査

年間業況見通しは、ほぼ横ばい
平成１９年道内企業の年間業況見通し

要 約

調 査 要 項

― ４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２８／本文／００４～０１１　特別調査  2007.02.19 10.01.52  Page 4 



1

２

３

平成１８年実績（売上・利益）

１８年の道内企業の業況は、前年に比べ売上

DI（△３）、利益DI（△８）はそれぞれ１５ポ

イント上昇した。依然としてマイナス水準な

がら、製造業、非製造業ともに持ち直し、業

況の厳しさが幾分和らいだ。

１８年の売上は、前年に比べ「増加」した企

業（３３％、回答社数百分比、以下同じ）か

ら、「減少した」企業（３６％）を差し引いた

DI（△３）は１５ポイント上昇した。製造業

（＋７）は８ポイント、非製造業（△７）は

１７ポイントそれぞれ持ち直した。業種別にみ

ると、鉄鋼・金属製品・機械製造業は低下し

たものの、食料品製造業、木材・木製品製造

業、ホテル・旅館業ではプラス水準になるな

ど９業種で上昇した。

１８年の利益は、「増加」企業（２８％）から

「減少」企業（３６％）を差し引いたDI（△８）

は、１５ポイント上昇した。製造業（０）は９

ポイント、非製造業（△１１）は１７ポイントそ

れぞれ持ち直した。業種別にみると、鉄鋼・

金属製品・機械製造業は売上同様に低下した

ものの、食料品製造業、木材・木製品製造

業、ホテル・旅館業ではプラス水準に転じる

など７業種で上昇した。 （図１、図２）

平成１９年見通し（売上・利益）

１９年の業況見通しは、売上DI（△５）で

２ポイント低下するものの、利益DI（△７）

で１ポイント上昇が見込まれ、業況はほぼ横

ばいとなる見通しである。

１９年の売上は、「増加見込み」企業

（２１％）から「減少見込み」企業（２６％）を

差し引いたDI（△５）は２ポイント低下が

見込まれる。製造業（＋８）は、１ポイント

上昇するものの、非製造業（△１０）は３ポイ

ント低下する見通しである。業種別にみる

と、木材・木製品製造業、ホテル・旅館業な

どで低下するものの、食料品製造業、卸売業

では引き続き持ち直しが見込まれる。

１９年の利益は、「増加見込み」企業（２２％）

から「減少見込み」企業（２９％）を差し引い

たDI（△７）は、１ポイント上昇する見通

しである。製造業（＋７）は、７ポイント上

昇するものの、非製造業（△１２）は１ポイン

ト低下が見込まれる。業種別にみると、木材

・木製品製造業、建設業などは低下するもの

の、食料品製造業、小売業などでは引き続き

持ち直す見通しである。 （図１、図２）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DI（「好転企業」－「悪化企

業」）の１８年実績（△１）は、前年に比べ４

ポイント上昇した。１９年見通し（△４）は３

ポイント低下が見込まれる。

短期借入金の難易感DI（「容易企業」－

「困難企業」）の１８年実績（＋９）は前年に比

べ４ポイント上昇した。１９年見通し（＋４）

は５ポイント低下が見込まれるものの、プラ

ス水準を維持する見通しである。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の１８年実績（＋５）は前年に比べ３ポイント

上昇した。１９年見通し（△３）は、在庫圧縮

が進み８ポイントの低下が見込まれる。

雇用人員増減DI（「増加企業」－「減少企

業」）の１８年実績（△９）は、前年に比べ２ポ

イント持ち直したものの、従業員の抑制傾向

に変わりない。１９年見通し（＋３）は１２ポイ

ント上昇し、増員傾向へ転じる見通しである。

（図３、図４、図５、図６）

特別調査

― ５ ―
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４

５

６

７

設備投資

１８年に設備投資を「実施した」企業（４６％）

は４ポイント上昇した。製造業（５０％）は６

ポイント、非製造業（４５％）は４ポイントそ

れぞれ上昇した。業種別では、食料品製造

業、ホテル・旅館業などで低下したものの、

鉄鋼・金属製品・機械製造業、小売業などで

上昇した。１９年見通しでは、前年同時期調査

と比べ「実施予定」企業（２８％）に変わりは

ないが、「実施しない」企業（４１％）は３ポ

イント低下した。一方、「未定」企業

（３１％）は３ポイント上昇し３割強を占める

など、様子見の企業も多い。 （図７）

道内景気の見通し

道内景気について、企業に１８年の判断と１９

年の見通しを聞いた。企業は自社の業況に比

べ、慎重な見方をとっている。

１８年の景気判断DI（△３４）は前年比２ポ

イント上昇し、持ち直しが続いているもの

の、大幅なマイナスにとどまり道内景気の厳

しさがうかがえた。前年に比べ「好転した」

とみる企業（１％）は極めて少なく「悪化し

た」とみる企業（３５％）は３割台半ば、「横

ばい」とみる企業は６割台半ばとなった。

１９年の景気見通しDI（△２８）は６ポイン

ト上昇が見込まれるものの低水準に変わりな

く、景気見通しに慎重感が強い。道内景気が

「好転する」とみる企業（３％）はわずかで

あるが幾分増加し、「悪化する」とみる企業

（３１％）は４ポイント低下した。 （図８）

売上・販売面で重視する項目

企業に１９年の売上・販売面で重視する項目

について、聞いた（複数回答）。

「顧客ニーズの的確な把握」および「人材

の育成・強化」（ともに６２％）が第１位に挙げ

られた。「顧客ニーズの的確な把握」は、運輸

業、ホテル・旅館業など６業種でトップに挙

げられた。経営環境の厳しさが続く中で、多

くの企業が消費者や販売先の要望に迅速に応

えようとしている。また「人材の育成・強

化」は前年比６ポイント上昇し、鉄鋼・金属

製品・機械製造業で８割強、卸売業では８割

弱を占めるなど各業種にわたり高いウェイト

を占めた。企業は技術の伝承や向上などを目

指し有能な社員の育成に力を注ごうとしてい

る。続いて「同業他社の商品、サービスとの

差別化」および「営業方法の見直し」（ともに

４２％）となった。このほか、「新商品（サー

ビス）の開発」は食料品製造業で、「価格体

系の見直し」は木材・木製品製造業でそれぞ

れ第１位に挙げられた。 （表１）

先行きの懸念材料

企業が１９年の業況見通しを考慮するにあた

り、懸念される材料を聞いた（複数回答）。

「原油価格の動向」（６１％）を挙げる企業が

６割強に達した。続く「個人消費の動向」

（５０％）が半数、「公共投資の動向」（４９％）

も半数弱となった。

業種別にみると、「原油価格の動向」は運

輸業で全社が挙げたほか、鉄鋼・金属製品・

機械製造業で第１位になるなど全業種で高率

を占めた。「個人消費の動向」は食料品製造

業、卸売業、小売業、ホテル・旅館業など

で、また「公共投資の動向」は建設業でそれ
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ぞれトップに挙げられた。「金利の動向」

（４３％）は、前年に比べて１１ポイント上昇

し、４割強となった。金利先高感が強まって

いることもあり、多くの業種でウェイトを増

した。このほか「住宅着工の動向」は木材・

木製品製造業で第１位に挙げられた。

（表２）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�顧客ニーズの的確な把
握

①
６２
（６２）

②
５５
（５０）

②
５１
（５６）

①
５２
（３２）

③
４６
（４５）

①
７１
（５８）

①
６５
（６７）

①
５８
（６７）

②
６７
（６１）

①
６８
（６５）

①
６９
（７１）

①
８０
（７１）

②
６６
（６９）

�人材の育成・強化
①
６２
（５６）

①
５７
（４８）

４９
（３９）

３８
（３２）

①
８２
（６８）

②
５６
（４７）

②
６４
（５９）

①
５８
（５６）

①
７７
（７１）

②
６１
（６０）

②
５６
（５７）

②
６０
（５７）

①
７５
（５３）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
４２
（３７）

③
３９
（３４）

②
５１
（２６）

３３
（４１）

３６
（３３）

２９
（４２）

③
４３
（３９）

３２
（２６）

③
４９
（３９）

③
５１
（５１）

③
４９
（３６）

②
６０
（６２）

③
４１
（４１）

�営業方法の見直し
③
４２
（４２）

③
３９
（４３）

３４
（３６）

③
４８
（４６）

３３
（４５）

③
４４
（４７）

③
４３
（４２）

③
５０
（５０）

４４
（５１）

４３
（３４）

２６
（４１）

４０
（３８）

３６
（２７）

�価格体系の見直し ３１ ３６ ２３
①
５２
（２３）

②
４９
（４８）

２９ ２９ ３５ ３０ ２４ ３３ ２５ １６

�新商品（サービス）の
開発 ２８ ３６

①
７０
（７２）

２４ １５ １８ ２５ １２ ４７ ２２ １０ ５５ ３９

�IT（ホームページ等）
の活用 １６ １７ ２６ ２９ ６ ９ １５ １０ １８ １８ ３ ４５ １８

�新たな事業への参入 １３ １０ ９ １４ １５ ６ １４ １４ １７ １９ ８ ５ ９

	他社との業務提携 １２ １１ ４ １９ ６ ２１ １２ １７ ９ ８ １３ － １１


その他 １ １ － － － ３ １ １ ２ １ ３ － ２

〈表１〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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〈表２〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
６１
（６６）

①
６６
（７２）

②
６５
（６７）

４８
（６８）

①
７０
（８３）

①
７７
（６７）

①
５９
（６４）

③
４７
（５８）

③
５９
（５６）

②
６２
（６８）

①
１００
（９８）

②
７５
（７６）

②
４８
（４７）

�個人消費の動向
②
５０
（５１）

②
４９
（４８）

①
７２
（８５）

４３
（４６）

１８
（２３）

②
５０
（３９）

③
５０
（５２）

２８
（３１）

①
６４
（５１）

①
７２
（７８）

３８
（４１）

①
８０
（８１）

①
５２
（５９）

�公共投資の動向
③
４９
（４７）

４１
（４２）

２４
（１０）

４８
（５０）

②
６４
（７０）

３８
（３９）

②
５１
（４９）

①
７７
（７６）

４６
（４８）

２８
（２３）

②
５１
（４３）

３０
（１９）

③
３６
（３７）

�金利の動向 ４３
（３２）

③
４３
（３４）

４６
（２８）

２９
（４１）

４６
（３３）

③
４４
（３６）

４３
（３１）

４１
（３０）

②
６２
（５７）

③
３７
（２４）

③
４９
（２４）

３０
（１４）

２７
（２５）

�民間設備投資の動向 ３３
（３０）

２５
（２７）

７
（３）

１９
（５）

③
５５
（６０）

２４
（３１）

３６
（３１）

②
５８
（５２）

３２
（３１）

１３
（１２）

３０
（２４）

２０
（１４）

２７
（２０）

�金融機関の融資姿勢 ２６ ２５ ２６ １４ ３６ １８ ２７ ２９ ３２ １８ ２４ ３５ ２５

�住宅着工の動向 ２５ ２０ ２
①
７６
（８６）

１２ １８ ２７ ４１ ３３ １７ ２７ － ９

�物価の動向 ２５ ３２
③
４８
（５６）

２４ ３０ １８ ２３ １９ ２１ ２７ １９ ３０ ２７

	社会保障負担の増加 ２３ １９ ２０ １４ １８ ２１ ２５ １８ ３０ ２４ ３５ ２０ ３２


国と地方の財政改革
の動向 ２２ １６ ２０ １０ １５ １５ ２５ ３３ ２４ １３ １９ ２５ ２５

�中国経済の動向 １９ ３１ ２２
②
５２
（３２）

３０ ２９ １５ １０ ２７ １３ １４ １０ １８

�雇用の動向 １６ １５ ２０ ５ １２ １８ １６ １２ １５ １７ １４
③
４５
（２４）

２１

規制緩和の動向 １３ １３ １３ ５ ９ ２１ １３ ９ １４ １０ ２７ １０ １６

�為替の動向 １２ ２１ １７ ４３ １５ １８ ９ ２ １７ １８ ８ － ５

�アメリカ経済の動向 １１ １６ １５ ２９ １２ １２ ９ ７ ９ ８ １１ ５ １４

�定率減税変更の影響
（縮小・廃止） ８ ５ ７ ５ － ９ ９ ７ ９ １４ ８ １５ ５

�株価の動向 ７ ７ ４ － ３ １８ ７ ９ ８ ９ － １０ ５

�地価の動向 ７ ４ － １０ － ９ ８ １４ ９ ４ － － ９

�政局の動向 ５ ５ ７ － － ９ ６ ９ ８ ３ － ５ ５

�その他 ２ ２ ４ － － ３ ２ － ３ ４ ３ － －

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査

― １１ ―
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今回の調査では、企業の業況は持ち直しましたが、先行きについては慎重な姿勢がみられ

ます。原油価格の高止まりや公共投資の削減など、経営を取り巻く外部環境に厳しさが続い

ていることがその要因と思われます。このような逆風の中で、企業は技術力の向上や原価管

理の徹底、あるいは道外にもマーケットを求めることで活路を見出そうとしています。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．年間の業況見通しと重視項目

●＜水産加工業＞ 道内水産加工の主力であ

るホタテは、昨年１０月の暴風雨被害で１９年度

の水揚げは減少が見込まれる。

●＜水産加工業＞ 中国からの研修生や派遣

社員を受け入れ、作業の強化を図る。

●＜かまぼこ製造業＞ 地方は少子高齢化に

加え、公務員削減などで好転の兆しがみられ

ない。

●＜乳製品製造業＞ 食べ物や嗜好品は美味

で自然な食品を要求されている。原材料単価

も上がり利幅が小さくなっている。

●＜建築用製材業＞ １９年は輸入原料（原

木）の大幅値上げや国産材の値上がりが予想

され、適正な販売価格を維持しなければなら

ない。

●＜製材業＞ ロシア産の原木が中国に向け

られ、日本には必要量が入らない事態が懸念

される。

●＜機械部品製造業＞ 経済産業省の支援で

開発中の新技術による自動車部品を近々完成

させたい。

●＜機械器具製造業＞ 道内は公共・民間と

も厳しいが、さらに道外企業が進出し受注単

価の引き下げ等、競争を激化させる。

●＜金網製造業＞ 社会保障負担が重荷であ

る。中小企業に対する減税措置が望まれる。

●＜紙製品加工業＞ ウエイトの大きな官公

庁の需要が低調である。民間需要（広告チラ

シなど）は多少活発であるが大手に集中して

いる。また製紙メーカーの価格値上げの動き

も注視しなければならない。

●＜総合建設業＞ 民間マンションはある程

度の工事量が確保できると思われる。建設業

界は合併・連携が進んでいるが、この傾向は

１９年も変わらない。

●＜総合建設業＞ ニセコ地区の建設ラッシ

ュは、地元業者には恩恵が無く札幌大手業者

の進出が目立つ。

●＜建設業＞ ニセコ地区の活発な外国資本

の投資が長く継続されると、観光産業や建設

業界に波及し道内経済活性化の目玉になる。

当社もその一翼を担うべく積極的な営業を推

進する。

経営のポイント

原価管理の徹底と販路拡大に活路
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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●＜建設業＞ 昨年からサフォーク種の羊を

飼育しているが、５年後には５００～７００頭に増

やし、観光振興につながる展開を計画してい

る。

●＜マンション分譲業＞ 東京などでの余剰

資金が地方の不動産へ流入している。当社は

実需に基づくファミリー向けにマンション販

売をするが、社内経費を見直し販売価格への

転嫁を避ける方針である。

●＜パイル工事業＞ パイル工事部門は東北

地方を重点とした営業、生コン製造部門は３

ヶ所で工場新設を計画している。売上は１割

の増加を見込んでいる。

●＜消防施設工事業＞ 道内景気がわずかに

回復していることと、苫小牧地区の自動車関

連の受注や札幌駅前通りのビル建設に期待し

ている。

●＜特殊鋼卸売＞ 社会保障費の負担が増加

している。給与と連動するため抜本的な賃金

体系の見直しが必要である。

●＜穀物卸売＞ WTO農業協定、FTA（自

由貿易協定）、EPA（経済連携協定）による

日本農業への影響が懸念される。

●＜婦人服卸売＞ 本州の大手資本が続々と

出店しており、地元企業の衰退が続く。

●＜建築資材卸売＞ 中国は世界中から膨大

な建築資材を輸入しており、その動向は日本

市場に大きな影響を与える。

●＜作業用品店＞ 景気を良くするには企業

が新たな需要を創出しなければならない。従

来の景気循環と違い市場を拡大しないと景気

は良くならない。当社は新たなパイを創り経

済を牽引していく企業になるよう努力してい

る。

●＜婦人服店＞ 消費が多様化（旅行、サー

クル、パソコン、パークゴルフなど）してい

るため、店頭売上は減少傾向が続く。

●＜書店＞ 若者の活字離れ、IT化などの影

響で書籍の売上減少に歯止めがかからない。

●＜観光ホテル＞ 旭山動物園効果が持続す

ると、業績に好影響を与える。原油価格の不

安定さは解消されたが、人件費の高い派遣社

員のウエイトを下げ収支を改善したい。

●＜クリーニング業＞ 原油価格高騰による

コスト増を価格に転嫁したい。また少子高齢

化、カジュアル化、家庭でのクリーニングな

どで需要はさらに減少する。

●＜産業廃棄物処理業＞ 企業は環境問題を

重視していることから、業績は順調である。

２．平成１９年の懸念材料など

●＜水産加工業＞ 輸入原料を使用しても、

海外現地生産よりコストが高くなる。

●＜製菓業＞ 団塊世代の退職で旅行需要が

増えることを期待する。

経営のポイント

― １３ ―
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●＜建築用製材業 木製容器製造＞ 輸入材

は中国の需要増加による品不足で値上がりす

る。

●＜石油製品加工業＞ 原油価格はピークよ

り３割程度低下し原材料価格も軟調に推移す

ると思われるが、メーカーが値下げするか否

か不透明である。また為替動向次第では、中

国からの安価な商品が入らなくなり、当社に

はプラスとなる面もある。

●＜金属加工業＞ 鋼材関連の品薄による価

格上昇、石油関連の価格高止まりによる諸経

費の高騰など利益縮小が予想される。対策と

して社員の技術力向上、生産工程の見直し、

原価管理の徹底を図る。

●＜総合建設業＞ 原油価格が低下してきた

ので、資材価格も落ち着くと思う。しかし、

地方自治体の財政破綻により公共事業がさら

に減少すると建設業界の倒産が増加する。

●＜建設業＞ 社会保障費負担の増加に加

え、個人の収入減や地元の第一次産業の低迷

で住宅着工が落ち込んでいる。

●＜建築工事業＞ 首都圏および中京圏の景

気の良さから技術者の不足が懸念される。

●＜特殊鋼卸売＞ 道内だけでなく道外から

の受注にも積極的にアプローチする。社員の

高齢化が進む中で人材の確保・育成が必要で

ある。

●＜食品卸売＞ 社会保障関連で企業の負担

が大きすぎるため、人材確保に消極的になら

ざるを得ない。

●＜農水産物卸売＞ 高品質、少量化、安全

性を求める層が増加しつつあるが、販売網が

未整備で中国産を中心に輸入食品が増えてい

る。

●＜家具店＞ 公務員の給与削減は地方にお

いて大きな影響があり、個人消費の冷え込み

や住宅着工の減少、人口流出にもつながる。

●＜作業用品店＞ 中国で自社企画商品を製

造しているため、中国の政治経済の大きな変

化を懸念しているが、来年の北京オリンピッ

クまでは現状のままと考えている。

●＜婦人服店＞ 自治体の財政悪化による医

療福祉サービスの切り捨てなどが、都市への

人口流出を招く悪循環となる。

●＜バス会社＞ 補助金を受けているため、

国や地方自治体の財政改革を注視する。

●＜都市ホテル、観光ホテル＞ 原油価格の

高騰は重油代や包装資材など、経費の増加と

なる。

●＜クリーニング業＞ 重油代のウエイトが

大きい。すべての資材が石油関連製品で、値

上がりが続いている。また、パートが多いの

で社会保障費の負担が大きい。

経営のポイント

― １４ ―
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はじめに

前回のレポートでは、米国ビジネスス

クール・ランキングから読み取れるビジ

ネススクールの概要について述べた。今

回はそれに引き続いて、筆者が１年間に

わたって過ごしたノースウェスタン大学

を題材に、自身の経験を織り交ぜなが

ら、全米屈指のビジネススクールと評さ

れるケロッグスクールのミクロのあり様

をご紹介し、ビジネススクール、MBA

とは何かを考えてみたい。

ノースウェスタン大学

ノースウェスタン大学（Northwestern University）は米国イリノイ州シカゴ市の北約２０km、エ

バンストン市に位置する私立の総合大学である。学生数は現在、学部生約８，０００人、大学院生約

６，０００人、合わせて約１４，０００人を数える。全米で最も美しいと称されるキャンパスは閑静な高級

住宅地とミシガン湖に囲まれ、その長さは湖畔に沿って南北１マイル（１．６km）にも及ぶ。この

エバンストン本校に加え、ノースウェスタン大学はシカゴのダウンタウンにもキャンパスを持

つ。学生と利用者の利便性と市場性を考え、医学部と法学部はこちらに居を構えており、またケ

ロッグスクールのサテライトビルではパートタイムMBAのプログラムが行われている。

ノースウェスタン大学での筆者のパートナー（共同研究者）から、おもしろい話を聞いた。大

恐慌直後の１９３０年代初め、ノースウェスタン大学とシカゴ大学の間で合併話があった。中西部を

代表する両校が一つになれば、鬼に金棒だ。東部で言えば、同じボストンに立地するハーバード

大学とマサチューセッツ工科大学（MIT）が統合するようなものである。ところがある会議の席

上、シカゴ大学の学長が機嫌よく、こう言った。「この合併はまったく素晴らしい。なにしろシカ

ゴ大学には頭脳があり、ノースウェスタン大学にはカネがあるんだから」これを聞いたノースウ

ェスタンの学長は激怒し、この話は破談になってしまった。

たしかにシカゴ大学は最先端の研究に注力してきた大学で、世界最初の原子力の火を灯し、シ

カゴ学派と呼ばれる市場重視の経済学の総本山である。ノーベル賞受賞者は驚くべきことに約８０

人に上る。これは英国ケンブリッジ大学に次ぐ世界第二の数である。

シカゴ大学には及ばないが、ノースウェスタン大学の研究水準も非常に高く、文学賞、化学

賞、医学・生理学賞の分野でノーベル賞受賞者を輩出している。パートナーはまた、こんな笑い

話をしてくれた。「ノースウェスタンで一番難しいのは学部に入学すること。全米から最優秀の学

生が志願してくるからね。次に難しいのが大学院生になること。一番やさしいのが、プロフェッ

経営のアドバイス

米国ビジネススクール事情（２）
－ノースウェスタン大学ケロッグスクールから－

ノースウェスタン大学

小樽商科大学ビジネススクール教授

近藤 公彦
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経営のアドバイス
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サーになることさ」高校までその地域、州レベルでトップを走ってきた学生が、大学に入って授

業が理解できずに挫折感を味わい、果てはノイローゼになる学生もいるほどである。ちなみに、

私の英会話相手（彼にとっては日本語会話相手）は、宇宙物理専攻のとても感じのいい学生であ

ったが、彼は全米高校物理コンテストで優勝するほどの秀才であった。「プロフェッサーになるの

はやさしい」というのはもちろん冗談で、新任教員の採用は競争が激しく、また昇進のハードル

も高い。実際、私が滞在中にも所属する学科から１人の準教授が去っていった。研究業績をクリ

アできなかったからである。

学術的な研究水準が高いだけでなく、ノースウェスタン大学にはコミュニケーション学部や音

楽学部があり、芸術面でも高い成果を挙げている。特にコミュニケーション学部の演劇学科は多

くの俳優や劇作家を輩出していることで知られる。日本でも有名な人で言えば、俳優のチャール

トン・へストンやウォーレン・ビーティが出身者である。

しかし、ノースウェスタン大学は実は、学部以上に大学院教育が著名である。なかでも経営、

ジャーナリズム、医学などは全米をリードするとされる。経営はこのレポートの中心であるケロ

ッグスクールであり、ジャーナリズムは多くのキャスターや評論家、ピューリッツァー受賞者を

輩出し、医学はシカゴ中心部にキャンパスと病院を抱え、シカゴ大学医学部とともに高い評価を

得ている。「ER（緊急救命室）」という日本でも人気のテレビシリーズがあるが、その舞台はここ

シカゴである。「ノースウェスタン大学やシカゴ大学の高いレベルの医療機関があってこそだ」と

いう話も聞く。

ケロッグスクール

ノースウェスタン大学ケロッグスクールは、１９０８年に商学部として創設された。１９７９年にケロ

ッグ財団から１，０００万ドルもの寄附を受けてケロッグ経営大学院として大きく拡充され、全米の

みならず、世界のトップスクールに数えられるまでに発展した。

表１から表３は、２００６年時点のケロッグスクール学生の概要を示したものである。ケロッグス

クールは、会社・組織を辞して学業に専念する２年制のフルタイムMBA、仕事をしながらMBA

を目指すパートタイムMBA、そして経営幹部を対象としたエグゼクティブMBAの３つのプログ

ラムからなる。表からお分かりの通り、フルタイムMBA、パートタイムMBAの学生数はそれぞ

れ千数百名に上り、日本の大規模私立大学の学部学生数に匹敵する規模である。また、それぞれ

のプログラムには２０～３０％弱の留学生が在籍している。中南米、アジア、ヨーロッパなど世界中

から来た優秀な学生が学んでおり、近年では特に、急速な経済発展を背景に中国とインドからの

留学生が増えている。ケロッグスクールの授業料は、フルタイムMBAの場合、２００６年度で

４１，１１５ドル（１２０円換算で約５００万円）に上り、これに加えて、寮費、食費、本代、その他支出が

合わせて１４，１９０ドル（約１７０万円）ある。さらにプライベートな支出を合わせると、１，０００万円は

下らない。その支出の大きな助けとなる奨学金は、ケロッグの学生の約７０％が支給されている。

フルタイムMBAプログラムには、毎年、１５名程度の日本人留学生がいる。そのほとんどは企

業からの派遣である。社費留学であるから、学費、生活費は会社から支給され、また何割かは家
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族同伴である。出身会社は、日本を代表するメーカー、金融機関、商社、監査法人、広告代理

店、通信などである。米国ビジネススクールへの留学に際しては、厳しい社内選抜をクリアし、

自ら留学先を選び、試験を受けなければならない。彼らの間で「純ドメ」という表現がある。こ

れは「純粋にドメスティック」、つまりこれまでの人生で海外生活の経験がない人を指す。「僕は

純ドメだからね」などと（自虐的に）使う。実際、ケロッグで純ドメの学生は少数派であり、多

くは帰国子女であったり海外勤務経験者であったりして、海外とつながりの深い生活を送ってき

た人たちが多くを占める。逆に言えば、ケロッグの厳しい英語試験、書類審査、面接をクリアす

るには、海外生活で鍛えられる程度の、それ相当の英語力が必要とされるのである。

表に話を戻そう。女性の社会進出の浸透を反映し

て、女性比率も約３０％と高い。フルタイム、パートタ

イム両MBAプログラムとも、すべての学生が５～７

年の就業経験を有し、そのため平均年齢も２８～２９歳と

なる。一方、経営幹部を対象としたエグゼクティブ

MBAの場合、学生数は４００人と少なくなるが、留学生

比率は３６％に達する。これは幹部に必要な経営スキル

を身に付けさせるために、世界各国からケロッグスク

ールに人材を送り込んでいることを示す興味深い数字

である。

これら３つのMBAプログラムのほか、ケロッグス

クールには他のトップスクール同様、経営幹部を対象

とした短期研修であるエグゼクティブセミナーが全米

各地で随時開催されており、年間、約５，０００人もの参

加者があるという。その受講料は概ね、１日当たり

１，０００ドル程度とかなり高額である。１週間のセミナ

ーの場合、７，０００～８，０００ドル（約１００万円）の計算と

なるが、ケロッグスクールというブランド力の高さゆ

え、このような価格設定が可能となるのである。

ケロッグスクールの教授陣

ケロッグスクールは６つの学科から構成される。会

計情報と経営、ファイナンス、経営と組織、経営と戦

略、経営経済学と意思決定科学、そしてマーケティン

グである。それぞれに学科には著名な研究者を擁して

いるが、なかでもマーケティング学科はケロッグスク

ールの看板学科であり、ケロッグスクールは別名、マ

学生数 ４００人

留学生比率 ３６％

平均年齢 ３８歳

平均就業年数 ７年

就業経験比率 １００％

学生数 １１４０人

留学生比率 ２０％

女性比率 ３３％

平均年齢 ２９歳

平均就業年数 ７年

就業経験比率 １００％

学生数 １３１０人

留学生比率 ２６％

女性比率 ３１％

平均年齢 ２８歳

平均就業年数 ５．１年

就業経験比率 １００％

表１ フルタイムMBAプログラム

出所：ケロッグスクール資料

表２ パートタイムMBAプログラム

出所：ケロッグスクール資料

表３ エグゼクティブMBAプログラム

出所：ケロッグスクール資料
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ーケティングスクールとも呼ばれたりする。ケロッグスクールを代表する世界的なマーケティン

グ研究者と言えば、フィリップ・コトラー教授であろう。ビジネスパースンのなかでも、ノース

ウェスタン大学やケロッグスクールの名を知らなくても、「コトラー」の名前を聞いたことがな

い人は少ないだろう。昨年死去した経営学のP･F・ドラッカーと並ぶ、近代マーケティングの巨

人であり、研究と実務の両面で与えた彼の影響は計りしれない。彼の膨大な著作はマーケティン

グという領域を超え、非常に洞察力のある言質に満ちている。もっとも、彼の話し方はいかにも

教授然と淡々としており、あまり人を惹きつける話し方ではない。

コトラー教授は７５歳と高齢であるため通常の授業を持っておらず、学生向けに特別講演をする

程度である。いつもは全米、世界を飛び回っており、そのため研究室にもほとんど姿を見せるこ

とはない。たまに大学に現れると、「コトラーが来た、コトラーが来た！」と学生は大騒ぎで、

この時こそとサインを求めに行ったりする。あるパーティの席で、ある留学生が「せっかくケロ

ッグに来てるんだから、コトラーを見てみたいですよ」とコトラーに向かって言った、という話

がある。

筆者の在外研究は、自身の研究もさることながら、最高峰のビジネススクールにおける教育の

仕組みを探ることも大きな目的としていた。そのため多くの講義を参観し、さまざまな教授と話

をする機会を作った。

日本と関係のある教授と言えば、モハン・ソーニー教授が挙げられる。彼の専門はテクノロジ

ー・マーケティングで、ソニーの技術コンサルタントを務めているとのことである。インド人の

彼はシーク教徒らしく、いつも頭にターバンを巻いている。彼の頭の回転の速さと抜群の記憶力

はつとに有名で、講義の口調も非常に論理的である。またワインの造詣が深く、「何年のどこそ

こ産のワインは…」と薀蓄を披露する。

また最も印象的であったのが、ティモシー・カルキンス教授である。彼はマーケティング戦略

を教えており、昨年、ベストプロフェッサー・オブ・ザ・イヤーに選ばれた人気教授である。ち

なみに、ベストプロフェッサーはケロッグスクールの卒業式でスピーチをすることになってい

る。彼はハーバード・ビジネススクールのMBAであり、著名なコンサルティング会社ブーズ・

アレン・アンド・ハミルトン社や世界的な食品メーカー、クラフト・フーズ社で戦略立案に関わ

り、その後、ケロッグスクールに実務家教員として招かれた。

彼の授業はいつも笑いとジョークに満ち、学生は知らず知らずのうちにその雰囲気に吸い込ま

れていく。学生は彼を親しくティムと呼ぶ。学生は概して教授をファーストネームで呼ぶが、そ

れも人による。先のモハン・ソーニー教授は、「モハン」とは呼びにくい。ティムの最後の授業

は、「やあ、みんな元気かい？ぼくは悲しいよ。だって、今日でこの授業は終わって、みんなと

会えなくなるだろ？」で始まり、「卒業後もみんなはケロッグの一員なんだから、何かあったら

遠慮なく連絡するように。いつでも力になるよ」と名刺の束を机に置いていった。

またある教授は、学生にこんな風に語りかけていた。「君たちは世界から選りすぐられたビジネ

スエリートの卵である。ビジネス社会がケロッグの卒業生に対して抱く期待はとてつもなく大き

い。会社が君たちを高額で迎えるのはそういうわけだ。だからその期待を裏切らないよう、十分
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に応えられるようスキルを積んでおかなければならない。我々はその手伝いをするためにここに

いる。いつでも、遠慮なく、我々を使って欲しい」

ことほど左様に、ケロッグスクールの教授たちは学生と非常に近い位置に自身を置いている。

あるいはそのように努力している。講義中でもそうであるし、講義外でも、学生からの相談に気

軽に応じる空気がある。「研究室にいる間は、いつでもウェルカムだよ」とはよく耳にした。こう

した「親切さ」には、トップスクールに共通するいくつか理由がある。まず、ケロッグの学生が

世界のビジネスエリートであり、彼らとの良好な関係を保っておくことが大切だ、という考えが

ある。こうしてケロッグスクールと卒業生との強固なネットワークが築き上げられていくのであ

る。次に、研究学期と講義学期が分けられており、研究と講義に集中できる環境があることであ

る。ケロッグスクールの名物教授の１人にミクロ経済学のデビッド・ベサンコ教授がいる。彼は

よく練られた授業内容と学生への手厚いフォローで有名であり、学生の授業満足度調査で満点に

近い数値をたたき出す。あるとき、「なぜそのように教育に時間を掛けることができるのか。研

究時間はどう確保しているのか」と尋ねると、「今学期は講義に集中することにしてるから大丈

夫だ」と言う。たしかに、米国のビジネススクールは講義学期とは別に研究期間を確保し、優れ

た業績を上げるシステムが確立している。そして最後の理由は、米国では学生の授業評価が教授

の教育業績となり、給与や昇進、サバティカル（研究休暇）などに反映されることである。学生

のニーズを無視した一方的な講義は排除されるのである。

多彩なゲストスピーカー

ケロッグスクールには、毎週のように米国を代表する著名人がやって来て、講演を行う。その

多くは経営者で、GEのジャック・ウェルチ氏やデルのマイケル・デル氏をはじめ、シティグル

ープ、ゴールドマンサックス、ユナイテッド航空、ボーイングなどのCEOと多士済々である。ま

たFBI長官もリーダーシップをテーマに話をしている。実は、こうしたゲストスピーカーのほと

んどは無報酬である。普通に講演料を払えば軽く数百万円は掛かるであろうトップマネジメント

がタダで話をしてくれるのである。その理由は、ケロッグスクールで講演することが非常に名誉

なことであり、またケロッグのMBA候補生に就職先として自社を売り込む大きな機会だからで

ある。ただし、後者の気持ちが強すぎると、会社説明会のようになってしまう。

ケロッグでの数あるスピーカーの中で筆者が最も驚いたのが、ビル・クリントン元大統領であ

る。彼は昨年６月、「米国の医療保険システム」をテーマに講演に訪れた。彼の招聘に関わった

学生に「クリントンを呼ぶのに相場はいくらなの？」と聞くと、「２７万ドル」との答えであっ

た。日本円にして三千数百万である。先の世界最高権力者であり、あらゆる情報を知りうる米国

大統領という立場にあった人の情報はきわめて希少価値があり、それゆえ、このような値段が付

くのである。もっとも、ケロッグにはアカデミック・ディスカウントで来てくれたらしい。
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ビジネスコンファレンス

ケロッグスクールでは、１年間に１０以上のコンファレンス（シンポジウム）が開かれる。この

コンファレンスは、業種、ビジネス機能、地域などのテーマからなっている。例えば、業種で

は、「製造業」「不動産」「バイオテクノロジー＆医療」などがあり、ビジネス機能では、「マーケテ

ィング」「ファイナンス」「リーダーシップ」、そして地域では「インド」「中国」がある。また「女

性」や「黒人」の経営に焦点を当てたコンファレンスもある。

これらのコンファレンスは、テーマの設定からスピーカー、パネリストの招聘、会議の運営に

至るまで、すべて学生が中心となって実施される。教授はアドバイザーの立場である。筆者が滞

在中、親しくしていた日本人留学生から、２００６年４月開催の「アジアン・ビジネス・コンファレ

ンス」のパネルディスカッションの司会を頼まれた。「アジアのビジネスがテーマで、ちょうど日

本から客員教授が来ているからお願いしよう」というわけである。このコンファレンスは、ケロ

ッグのなかでも最も大きなものの１つで、日本経済新聞社がメディアパートナーとしてサポート

していたこともあって、東京、ニューヨーク、シカゴから取材に来られた。

コンファレンスの準備は半年以上前から始まり、実行委員の学生がそれぞれ役割分担して進め

ていく。筆者は学生とミーティングを重ね、パネルディスカッションのテーマ（アジアにおける

ブランド開発）やパネリストへの質問を練っていった。コンファレンスは３人の基調講演者と３

つのパネルディスカッションから構成され、朝から夕方まで続く長丁場である。基調講演者に

は、インド出身のIT企業家、世界的な食品メーカー、ゼネラルミルズ社の財務担当副社長、北京

大学ビジネススクール長など、錚々たるメンバーが並んだ。本社のあるミネソタ州からコーポレ

ートジェットで駆けつけたゼネラルミルズ社副社長は、ハーバードのMBAで、典型的な米国の

ビジネスエリートといった風貌であった。彼は自社ブランド「ハーゲンダッツ」を引き合いに、

日本のニュース番組「ブロードキャスター」の特集を挿入して、大ヒットしている日本発の「ア

ズキアイス」の商品開発、世界展開をユーモアを交えて話し、大変興味深い内容だった。

会場は３００人を超す参加者で満員となり、コンファレンスは大きな成果を収めた。筆者も微力

ながらそのお役に立てたのは大きな喜びであるとともに、名誉なことであった。先ほど、ゲスト

スピーカーの講演は無報酬であると述べたが、このコンファレンスもそれに違わず、中国や英国

からわざわざ来た駆けつけたスピーカー、パネリストが受け取るのは旅費のみである。ちなみに

筆者が受け取ったのは、３０ドル相当の図書カードと「Kellogg Asian Business Conference２００６」と

刻まれた名刺ケースである。

MBAとビジネス社会

ビジネススクールの学生は、２年間という時間と２，０００万円というカネを費やす。それは人生

最大の投資の１つである。彼らのビジネススクールでの経験はビジネス社会でどのように生かさ

れるのだろうか。この問いかけを連載の締め括りとしたい。

ビジネススクールでは、経営に関わる知識を広く浅く学ぶ。この「広く浅く」はさまざまな職

種を経験させるジョブローテーションが日本に比べて少ない米国にあっては、自分の専門以外の
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ビジネス領域を俯瞰できる機会という意味で非常に有益である。米国のビジネスエリートが異業

種を渡り歩いてキャリアアップすることができるのは、１つにはその多くがビジネススクールで

経営全般を学び、実践するスキルがあるからだ、とも言えるかもしれない。このスキルは、終身

雇用がもはや過去の遺物となり、会社や組織に頼ることなく、一人称の「自分」の価値を売るこ

とが必要となり始めた日本でも重要性を増すだろう。現在の仕事に疑問を抱き始めたビジネスパ

ースンがビジネススクールを志願する傾向を考えると、ビジネススクールは「一人歩きのための

就職・転職スクール」と言えるかもしれない。

第２に、そうは言ってもビジネスは一人でできるわけではないし、多くの仲間と支え合える関

係が必要である。ビジネススクールで得るもう１つの財産は、このネットワークである。ケロッ

グスクールを含め、米国や欧州のトップスクールには世界中から多種、多様な、そして優秀な人

材が集まる。そこで築かれたネットワークは陰に陽に、MBAホルダーのその後のビジネスキャ

リアに大きな影響を及ぼす。米国は意外にコネ社会である。どこの誰か分からない人は取り合っ

てくれない。そこに「誰それの紹介」があると、話は途端にスムーズに運ぶ。先ほどのゼネラル

ミルズ社の副社長は、スタンフォード大学ビジネススクールに在籍する友人のツテからたどり着

いたという。今の仕事の殻を破りたい時、ビジネススクールのネットワークは大きな助けとなる

はずである。

おわりに

前回触れたように、米国のビジネススクールは５００校以上に上り、１年間で９万人のMBAホル

ダーを生み出す。１１年で１００万人の計算である。それだけの数のMBAが必要かと問われれば、答

えに窮する。しかし、この数字はMBAがビジネスキャリアへのパスポートとして定着している

ことをうかがわせる。

ペンシルバニア大学で世界初のビジネス教育が始まって以来、百有余年、ビジネスを「教育」

し、優れたビジネスパースンを育成するというビジネススクールの使命は米国でしっかりと根付

き、欧州、アジアに広がっている。しかし残念なことに、そのアジアの中で日本のビジネス教育

は最後発グループに属するだろう。香港やシンガポールは言うに及ばず、中国もまた日本のはる

か先を進んでいる。ビジネスに普遍的な方法や概念はたしかに存在し、それはビジネススクール

で共通言語として教授される。「参入障壁」「製品差別化」「企業価値」と言えば、MBAホルダーは

すぐに「腑に落ちる」。それゆえ、彼らの間で交わされるビジネス会話は非常に明解かつ論理

的、したがって効率的である。

日本のグローバルな競争力を考えるとき、MBAホルダーの持つ「理論」という頭脳と「応用

力」という筋力は大きな潜在力を持つはずである。優秀なビジネスパースンの世界的な育成競争

はもう始まっている。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２８／本文／０１５～０２１　経営のアドバイス  2007.02.14 18.55.16  Pag



年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３
１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２

４～６月 ９３．１ ３．７ １０４．９ ４．１ ９５．７ ５．５ １０８．８ ５．６ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７～９月 ９１．４ ２．１ １０５．９ ５．４ ９２．１ １．３ １０９．６ ５．５ ９２．４ １．４ ９４．９ ０．８
１０～１２月 p９２．９ ３．０ p１０８．７ ５．７ p９３．６ ２．０ p１１１．２ ４．８ p９２．７ ３．８ p９８．４ ４．４

１７年 １２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３
１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５

２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 ９３．１ ３．３ １０５．９ ５．０ ９６．９ ５．９ １０９．２ ５．４ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７月 ９３．４ ５．０ １０４．９ ５．１ ９４．３ ３．６ １０８．７ ５．３ ９１．７ ２．０ ９３．３ ０．７
８月 ９１．３ ２．０ １０６．８ ５．９ ９１．８ １．２ １１１．４ ６．３ ９２．２ ２．４ ９４．１ ０．４
９月 ８９．４ △０．２ １０６．１ ５．２ ９０．１ △１．０ １０８．７ ４．７ ９２．４ １．４ ９４．９ ０．８
１０月 ９２．４ ３．９ １０７．８ ７．４ ９２．３ ２．５ １１０．１ ５．６ ９２．５ ２．０ ９５．９ ３．５
１１月 r ９３．３ ２．６ r１０８．７ ４．９ r ９４．７ ２．７ r１１２．２ ５．３ r ９２．４ １．４ r ９７．１ ３．０
１２月 p９２．９ ２．６ p１０９．５ ４．６ p９３．７ ０．７ p１１１．３ ３．９ p９２．７ ３．８ p９８．４ ４．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９
１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１

４～６月 ２３８，４０２ △２．６ ５１，０８６ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２４１ △１．１ １５９，８４５ △２．５ ３０，８４５ △１．３
７～９月 ２３７，３０６ △１．０ ５１，４５７ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３１ △１．１ ３１，０１７ △０．１
１０～１２月 p２６８，４３６ △２．０ p ５７，５１９ △２．１ p ９３，１７４ △３．４ p ２４，６０５ △１．６ p１７５，２６２ △１．３ p ３２，９０８ △２．４

１７年 １２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３
１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１

２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５２ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２６ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ １９，０９２ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５ △１．４ ５４，１４６ △１．８ １０，７０７ △１．３
８月 ７７，６１２ △０．８ １６，４１６ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７△０．７ １０，６４２ ０．７
９月 ７５，４０２ △０．７ １５，９４９ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ ９，６６７ ０．４
１０月 ８０，８８３ ０．５ １７，１８１ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ １０，１２５ △１．４
１１月 r ８０，２５３ △２．８ r １７，８０６ ０．７ r ２７，３０７ △４．４ r ７，６０１ △０．２ r ５２，９４６ △２．０ r １０，２０５ △１．１
１２月 p１０７，３４７ △３．３ p ２２，５３７ △３．４ p ３７，８１９ △５．６ p ９，９４９ △２．２ p ６９，５２８ △１．９ p １２，５８８ △４．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２８／本文／０２２～０２４　主要経済指標（北洋用）  2007.02.19 10.02.4



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１
１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０

４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１４．３８ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．８ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１７年 １２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ １００．１ ０．０ ９９．９ △０．１ １１８．６４ １６，１１１
１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０

２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１７．１１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１１．５１ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１４．５３ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．６７ １５，３４３
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１５．８８ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１７．０１ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ３．０ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，０８８ △２．２ ５１，１４７ △２．０ ９０，０２３ △２．２ ４７，９１８ △２．３ ４，７４１，４２１ ０．２
１７年度 １８７，１４５ △１．０ ４６，１５３ △９．８ ９０，６２４ ０．７ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．３

１７年１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１４．２ １７，６５４ △７．７ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △６．９
１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５

４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０９ △１．０

１７年 １２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４
１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１

２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５１ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２８／本文／０２２～０２４　主要経済指標（北洋用）  2007.02.19 10.02.4



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１
１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８

４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１７年 １２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５
１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８

２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９４３ ３．９ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９，７５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２
１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４

４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６１ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１７年 １２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ５．３ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６
１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６

２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６２ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６３ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６１ １．０６ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ ０．６１ １．０６ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２２ △２．２ ０．６１ １．０８ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２８／本文／０２２～０２４　主要経済指標（北洋用）  2007.02.19 10.02.4
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